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２ ． 本 論 文 の 概 要  



















【第 1 部 日本語教育の位置―通時的かつ大まかな把握】 
第 1 部では，日本語教育の位置づけの通時的かつ大まかな把握を試みた。  
 
1 章：文部省「教育白書」・文部科学省「文部科学白書」における日本語教育の扱い 


















【第 2 部 日本語教育が期待された役割―時期・対象別各論】 
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1965 年に比して重要な意味を持っていなかったように感じられる。しかし，この 1 回の会















一方で，全時期を通じて頻出する留学生関連話題については，6 章・7 章および 9 章 2
節に集中して議論する章を設けたこともあり，他の時期については，日本語教育が期待さ
れた役割という点で特に新しい内容がなければ，いちいち触れることはしなかった。  
第 2 部の分析にあたっては，質的な方法を採用し，以下の手順を踏んだ。  
まず，2 章で抽出した，「日本語教育」を含む国会の全発言を最も基本的な分析対象と捉
え，語りの対象（誰を対象とした日本語教育について語っているか）に基づいて整理した。


















































6 章  「砂漠状態」という認識―留学生受入れ十万人計画の始動と拡大（1970～1985） 



















































子女，1960 年代当時のブラジル日系移民や 1970 年前後の「返還」された小笠原諸島の人々，










































 そしてもうひとつ，あるいは第 3 の流れかもしれないものが，1990 年の入管法改正以降



































対する教育の方針についてもまた，1990 年の入管法「改正」からほぼ 20 年を経た 2009 年
においてまだ，当時の文部科学大臣は，「我が国としてどうあるべきかということは，まだ











































 2009.4.24. 衆 , 文部科学委 , 塩谷立（文部科学大臣）  
